
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方

 

 当社は、継続的な企業価値の向上のために経営体制を規律し、経営環境の変化に迅速かつ的確に対応できる公正で効率的な経営 
システムを整備し、企業とステークホルダーの円滑な関係を構築すべく、法令遵守に則った健全性と透明性の確保された信頼される経 
営を継続することをコーポレートガバナンスにおける基本的な考え方としています。 
 
（経営監視体制） 
 当社では、監査役設置制度を採用しており、取締役会（取締役３名）において各取締役の業務執行の監督、監査役３名により取締役 
の業務執行の監査を行っております。監査役３名は全員社外監査役であり、監査業務の独立性や透明性を確保する体制をとっており 
ます。当社は、現在の監査役設置制度において経営監視機能を十分発揮しているものと認識しております。 
 
（法令遵守の体制） 
 当社は、企業経営または特許等の知的財産に関して、複数の法律事務所と顧問契約を締結し、経営判断上または事業遂行上で必 
要に応じてアドバイスを受ける体制をとっております。また、当社は、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人と監査契約を締結し、会社法並びに 
金融商品取引法に基づく監査業務に加え、重要な経理的課題について随時相談・検討できる体制をとっております。 
 
（取締役の選任と報酬） 
 取締役候補者の選任は、候補者の知識、経験等を取締役会で十分審議しております。取締役の報酬は、報酬限度額として年150百 
万円及び金銭でないものとして年17.5百万円以内で株主総会承認を得ております。また、各取締役の報酬額は、当社の定める一定の 
基準に基づき取締役会において決定しております。 
 
（監査役の選任と報酬） 
 監査役候補者の選任は、監査役会が取締役からの監査役選任に関する提案を受け、候補者の知識、経験等を十分審議し、同意の 
もと取締役会において決定する手続きを行なっております。監査役の報酬は、報酬限度額として年30百万円及び金銭でないものとして 
年2.5百万円以内で株主総会承認を得ており、その範囲内で監査役会において各監査役の報酬を決定しております。  

２．資本構成 

【大株主の状況】

 

補足説明 

―――  

３．企業属性 

コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE TETSUJIN Inc.

最終更新日：2013年12月6日

株式会社鉄人化計画
代表取締役社長 堀 健一郎

問合せ先：管理本部 03-5726-8440
証券コード：2404

http://www.tetsujin.ne.jp/

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

外国人株式保有比率 10%未満

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）
ファースト・パシフィック・キャピタル有限会社 2,254,400 33.71

日野洋一 312,800 4.67

株式会社横浜銀行 240,000 3.58

株式会社ドワンゴ 200,000 2.99

吉田嘉明 181,800 2.71

佐藤幹雄 162,600 2.43

株式会社エクシング 120,000 1.79

國保崇弘 81,700 1.22

株式会社グッドスマイルカンパニー 80,000 1.19

日野元太 72,000 1.07

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

上場取引所及び市場区分 東京 マザーズ

決算期 8 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数 1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満



４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

―――  

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

―――  

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

【取締役関係】 

【監査役関係】 

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

（会計監査人との連携状況） 
 四半期ごとの会計監査人による店舗・本社実査への立会、四半期ごとの会計監査人の監査講評の聴取及び面談による情報交換 
に加え適宜監査法人の意見聴取を行っております。 
 
（内部監査部門との連携状況） 
 月１回の情報・意見交換を原則とし、店舗への監査同行、法令、条令の改定情報及び事故等の報告・処理状況については適宜連 
絡を取り合っております。 

会社との関係(1)

 

※１ 会社との関係についての選択項目 

会社との関係(2)

 

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 7 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 3 名

社外取締役の選任状況 選任していない

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

氏名 属性
会社との関係(1)

a b c d e f g h i
緑河久彰 他の会社の出身者         ○

細野康弘 公認会計士         ○

尾堂孝一 他の会社の出身者         ○

a 親会社出身である
b その他の関係会社出身である
c 当該会社の大株主である
d 他の会社の社外取締役又は社外監査役を兼任している
e 他の会社の業務執行取締役、執行役等である
f 当該会社又は当該会社の特定関係事業者の業務執行取締役、執行役等の配偶者、三親等以内の親族その他これに準ずるものである
g 当該会社の親会社又は当該親会社の子会社から役員としての報酬等その他の財産上の利益を受けている
h 本人と当該会社との間で責任限定契約を締結している
i その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明
当該社外監査役を選任している理由（独立
役員に指定している場合は、独立役員に指

定した理由を含む）

緑河久彰  会社法第２条十六号に該当します。
 日本証券アナリスト協会検定会員であ 
り、証券関連の知識と企業コンプライアンス 
の経験・知識が豊富であるなどの観点か 
ら、適任であると判断しました。 



【独立役員関係】 

その他独立役員に関する事項 

―――  

【インセンティブ関係】 

該当項目に関する補足説明

 

 当社が会社法に基き取締役に対して付与したストックオプションは、2000 個で総額（行使価額）は、90,400 千円であります。   

該当項目に関する補足説明

 

 中長期的な当社グループの業績拡大及び企業価値の増大を目指すにあたり、その業績責任と業績達成におけるインセンティブを明 
確にすることを目的としてストックオプションを付与しております。  

【取締役報酬関係】 

該当項目に関する補足説明

 

平成25年８月期における当社の取締役に対する報酬は、合計で74,272千円であります。  

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

―――  

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】 

 当社は、監査役より合理的な理由に基づき監査業務の補助者を求められた場合に当該業務を補助する監査役スタッフとして適切な 
人材を配置することとしております。  

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

 

（1）業務執行の状況 
 取締役会は、取締役３名で構成し、経営上の重要な意思決定を行うとともに、業務の執行状況の監督を行っております。また、取締 
役会は、少人数による迅速かつ効率的な経営の意思決定を行うことができる体制とし、月１回の定時取締役会と重要案件等が生じた 
場合には、臨時取締役会を適時開催しております。 
 取締役会の意思決定機能と監督機能の強化及び業務執行の効率化を図るため、執行役員制度を採用しております。執行役員は、 
取締役会の決定の下、業務執行の責任者として担当業務を執行しております。 
 業務の執行にあたっては、取締役会の監督の下、重要な経営執行会議を定期的に開催しており、当該会議には、社長や執行役員 
が参加し、その業務執行状況のモニタリングを適宜行なっております。また、財務・法務を中心とした管理機能を親会社である当社の 
管理部門へ集約するなどして、子会社への牽制機能を働かせています。 
 
（2）監査・監督の状況 
 監査役は、３名で全員が社外監査役であり、取締役会を含む社内の重要な会議に出席するほか、営業報告の聴取、重要な決裁書 

 なお、当社と同氏との間に利害関係はな 
く、一般株主と利益相反の生じる恐れがな 
い独立した立場にあると考えております。

細野康弘 ○

１．会社法第２条十六号に該当しま 
す。 
２．東京証券取引所の有価証券上場 
規程第436条の２に規定する独立役員 
でありま 
す。

 公認会計士としての業務で培われた財務 
及び会計に関する専門的かつ豊富な知識 
等を有しているなどの観点から、適任であ 
ると判断しました。 
 また、独立役員の属性として、東京証券 
取引所が規定する事項に該当するものが 
なく、一般株主との間に利益相反が生じる 
恐れがないと判断しました。

尾堂孝一  会社法第２条十六号に該当します。

 警察官として培われた企業コンプライアン 
スの経験・知識が豊富であること、また、反 
社会的勢力の排除などの危機管理面での 
豊富な経験・知識を有しているなどの観点 
から、適任であると判断しました。 
 なお、当社と同氏との間に利害関係はな 
く、一般株主と利益相反の生じる恐れがな 
い独立した立場にあると考えております。

独立役員の人数 1 名

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況 ストックオプション制度の導入

ストックオプションの付与対象者 社内取締役

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

なし



類等の閲覧、会社の財産の調査及び業務の調査等を通じて取締役及び執行役員の業務執行を監視しております。 
 内部監査は、社長直轄の組織として内部監査室を設けており、店舗及び本部の内部監査を実施するとともに、コンプライアンスの推 
進、リスク管理の徹底に取組んでおります。 
 会計監査並びに内部統制監査は、会社法監査並びに金融商品取引法監査等について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人と監査契約を 
締結し、適正に執行されております。  

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

 

 当社は社外監査役３名を選任することにより、多角的な視点からの意見・提言による外部の視点を取入れ、経営に活かしております 
ので、取締役の業務執行に対する監査機能が十分に果たされていると判断しております。また、当社は少人数の取締役による迅速か 
つ効率的な業務執行を行える経営体制となっております。取締役は、経営者としての見識を持ち、また当社の属する業界及び担当業 
務に精通しており、適正で効率的な業務執行を行っております。このような理由から現在は、社外取締役を選任していない体制となっ 
ております。  



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況 

２．ＩＲに関する活動状況

 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

補足説明

その他  株主総会では報告内容、議案の説明にスライドを利用する等、株主に対して、わかり 
易い運営に努めております。

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

個人投資家向けに定期的説明会を開催  期末決算説明会、２Ｑ決算説明会へのホームページ、メール配信を通 
じた個人投資家向説明会参加への促進（４月、10月実施）

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

 期末決算説明会（10月）、２Ｑ決算説明会（４月）を実施しております。 
また、この他に、機関投資家への個別訪問による説明を実施しておりま 
す。

あり

IR資料のホームページ掲載  自社ホームページに、ＩＲ情報（決算短信、プレスリリース、株主通信、 
決算説明会資料ほか）を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置  ＩＲ担当部署は、管理本部が分掌しております。また、ＩＲ事務連絡責任 
者は、総務部長が担当しております。

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

 当社は、社内規程に「倫理規程」を設けており、ステークホルダーの立場を尊重し、公 
正性や透明性を確保した行動憲章としております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

 

 当社は、健全で透明性が高く、経営環境の変化に迅速かつ的確に対応できる公正で効率的な経営システムの確立を重要な経営課 
題であると考えております。そのために、経営管理部門・業務部門の公正で迅速な遂行を目的に以下のとおり、内部統制体制を整備し 
ております。 
 
１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
(1)当社は、倫理規程を設け、この中で当社の基本理念、企業市民としての基本原則、公正性及び透明性の確保などを定めておりま 
す。取締役は、業務執行が適正かつ健全に実践されるべく、当該規程に即した行動を率先垂範し、グループ企業全体の行動基準とし 
て遵守しております。 
(2)取締役は、取締役相互において法令及び定款への適合性を監視するとともに、毎月の定時取締役会において、各々委嘱された職 
務の執行状況を報告しております。 
(3)取締役会の意思決定機能と監督機能の強化及び業務執行の効率化を図るため執行役員制度を採用しております。執行役員は、取 
締役会の決定の下、業務執行の責任者として担当業務を執行しております。 
(4)取締役は、監査役から定期的に監査を受けるとともに、善管注意義務や利益相反取引等に関する確認書を監査役に毎年提出して 
おります。 
(5)当社は、「倫理規程」に反社会的勢力との関係を遮断する基本方針を掲げるとともに、事業のあらゆる分野における反社会的勢力と 
の取引を防止する体制として、渉外担当チームを常設し、コンプライアンスを全部署横断的に管理しております。また、関係行政機関及 
び暴力追放運動推進センター等が行う講習に積極的に参加し、顧問弁護士も含め相談、助言、指導を受けて連携して対応しておりま 
す。 
 
２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
(1)取締役会・経営執行会議その他の重要な会議の意思決定に係わる情報、代表取締役決裁その他の重要な決裁に係わる情報並び 
に財務、事務及びリスク・コンプライアンスに関する情報を記録・保存、そしてそれらを適切に管理し、必要な関係者が閲覧できる体制を 
整備してまいります。 
(2)情報システムを安全に管理し、検証し、不測の事態に適切かつ迅速な対応が行われる仕組みを整備してまいります。 
 
３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
(1)経営に重大な影響を及ぼすリスクを認識し、評価する体制として、リスク・マネジメント委員会を設置しております。 
(2)同委員会では、コンプライアンス及びリスク管理の実効性を確保するために、同委員会及び同委員会の委員長の職務権限（グルー 
プ企業全体に対する指導権限を有する。）と責任を明確にした運営を図っております。 
(3)経営に重大な影響を及ぼす不測事態が発生し、または発生する恐れが生じた場合、有事の対応を迅速に行うとともに、委員会を中 
心として全社的かつ必要であれば企業グループとしての再発防止策を講じる体制をとっております。 
 
４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
(1)取締役の職務権限と担当業務を明確にし、会社の機関相互の適切な役割分担と連携を確保しております。 
(2)取締役会付議に係る重要事項については、経営執行会議で事前審議を行い、論点を整理した上で取締役会へ上程することにより、 
取締役会における意思決定の効率化を図っております。 
 
５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
(1)事業に係わる法令等を認識し、その内容を関連部署に周知徹底させることにより、法令等遵守の基本的な就業姿勢の確立を図って 
おります。 
(2)内部監査室の配置により、内部統制システムが有効に機能しているか確認し、その執行状況を監視しております。 
(3)取締役会は、法令等遵守のための体制を含む内部統制システムを決定するとともに、リスク・マネジメント委員会より定期的に状況 
報告を受けております。 
(4)内部通報者の保護を徹底した通報・相談システム（相談窓口）をリスク・マネジメント委員会に設置しております。 
(5)リスク・マネジメント委員会の設置により、法令等遵守に関する規程の整備、並びに倫理規程を周知徹底させ、法令等の遵守意識の 
維持・向上を図っております。 
 
６．企業集団における業務の適正を確保するための体制 
(1)子会社との緊密な連携の下、企業グループとしての法令等を遵守した健全で持続的な事業の発展に努めております。 
(2)当社は子会社に対し、必要に応じて管理部門を担当する執行役員を派遣し、企業グループ間での情報の共有化を図るなどして、一 
体的な管理体制を採用しております。 
(3)子会社のコンプライアンス、リスク管理について、当社の内部監査室が内部監査を実施するとともに、リスク・マネジメント委員会が企 
業グループ全体のリスク対応を整備しております。 
 
７．監査役の職務を補助すべき使用人及び独立性に関する事項 
(1)監査役より合理的な理由に基づき監査業務の補助者を求められた場合、取締役は、当該業務を補助する使用人（「監査スタッフ」と 
いう。）として適切な人材を配置することとしております。 
(2)監査スタッフは、業務に関して、取締役の指揮命令を受けないものとする。 
 
８．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 
(1)取締役及び使用人は、会社経営及び事業運営上の重要事項並びに業務執行の状況及び結果について、監査役に報告できる体制 
をとっております。 
(2)取締役は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実があることを発見した場合、速やかに監査役に報告しております。 
 
９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
(1)取締役と監査役は、相互の意思疎通を図るため適宜会合を持っております。 
(2)取締役は、監査役の職務の適切な執行のため監査役との意思疎通、情報の収集・交換が適切に行えるよう協力しております。 
(3)取締役は、監査役が必要と認めた重要な取引先の調査に協力しております。 
(4)代表取締役・監査法人それぞれとの間で定期的に意見交換会を開催しております。 
 
10．財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制 
(1)当社は、財務報告の信頼性と適正性を確保するため、金融商品取引法等の法令に準拠した財務報告に係る内部統制システムを整 
備し、その有効性の評価を行い、不備がある場合には速やかに是正し改善する体制を運用してまいります。 
(2)財務報告に係る内部統制システムの整備及び運用状況は、内部統制システムの整備及び評価に精通した担当が評価するととも 
に、内部監査部門によって、内部統制の評価に係る業務運営の適正性を検証してまいります。 

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

1.基本方針 
 当社グループは、反社会的勢力の排除を企業の社会的責任への重要な取り組みの一つとして位置付け、事業活動のあらゆる分野 
において反社会的勢力や団体に対して関係を遮断することを基本方針としております。 
 
2.整備状況 
 当社グループは、上記基本方針を含む「倫理規程」を定めるとともに、反社会的勢力に対する対応として渉外担当チームが統括部署 
となり、関係行政機関及び暴力追放運動推進センター等が行う講習に積極的に参加し、顧問弁護士も含め相談、助言、指導を受けて 
連携して対応しております。 
 反社会的勢力との関与を防止するため、取引先については原則として民間の調査機関を通じて反社会的勢力との関係の有無を調査 
し、取引の開始時には契約書や取引約款に暴力団排除条項を明記することにしており、常に取引先が反社会的勢力であるかどうかに 
ついて通常必要と思われる注意を払っております。仮に取引先が反社会的勢力であると判明した場合や疑いが生じた場合には、速や 
かに取引関係を解消する体制をとっております。 



Ⅴその他 

１．買収防衛策の導入の有無 

該当項目に関する補足説明 

―――  

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

 特にありません。 

買収防衛策の導入の有無 なし
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（リスクの評価） 

会計監査人 

内部通報制度 

報告 報告 

連携 
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財務経理部

執行責任者：
財務経理部長

営業管理部門
本社管理部門

店 舗
販売部門

営業管理部門
本社管理部門

社長

管理本部担当

管理本部長

監査役

取締役会 取締役会 社長

社長

管理本部担当

管理本部長

総務部長

監査役

管理本部担当
管理本部長
総務部長

取締役
（本部長を含む）

監査役

税理士事務所
監査法人

証券印刷会社
主幹事証券
証券代行機関
顧問弁護士ほか

監査法人

主幹事証券

顧問弁護士

ほか

主幹事証券

顧問弁護士

ほか

東京証券取引所
関東財務局
報道機関

ホームページ

東京証券取引所
報道機関

ホームページ

東京証券取引所
報道機関

ホームページ

株主・投資者等

内部情報管理統括責任者（管理本部担当）

決算情報等 決定事実 発生事実

公表：取締役会決議日 公表：取締役会決議日
公表：事実発生日

緊急連絡網の整備
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